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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和二十三年厚生省令第六十三号） 【抄】 

 

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第四十五条の規定に基き、児童福祉施設最低基準

を次のように定める。 

 

 

第一章 総則 

（趣旨） 

第一条 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号。以下「法」という。）第四十五条第二項の内

閣府令で定める基準（以下「設備運営基準」という。）は、次の各号に掲げる基準に応じ、それぞ

れ当該各号に定める規定による基準とする。 

一、二 （略） 

三 法第四十五条第一項の規定により、同条第二項第三号に掲げる事項について都道府県が条例

を定めるに当たつて従うべき基準 第六条の三、第六条の四、第九条、第九条の二、第九条の

四、第十条第三項、第十一条、第十四条の二、第十五条、第十九条第一号（調理室に係る部分

に限る。）、第二十六条第二号（調理設備に係る部分に限る。）、第三十二条第一号（調理室に係

る部分に限る。）（第三十条第一項において準用する場合を含む。）及び第五号（調理室に係る部

分に限る。）（第三十条第一項において準用する場合を含む。）、第三十二条の二（第三十条第一

項において準用する場合を含む。）、第三十五条、第四十一条第一号（調理室に係る部分に限る

。）（第七十九条第二項において準用する場合を含む。）、第四十八条第一号（調理室に係る部分

に限る。）、第五十七条第一号（給食施設に係る部分に限る。）、第六十二条第一号（調理室に係

る部分に限る。）及び第六号（調理室に係る部分に限る。）、第六十八条第一号（調理室に係る部

分に限る。）並びに第七十二条第一号（調理室に係る部分に限る。）の規定による基準 

四 （略） 

２・３ （略） 

 

 

（安全計画の策定等） 

第六条の三 児童福祉施設（助産施設、児童遊園及び児童家庭支援センターを除く。以下この条及

び次条において同じ。）は、児童の安全の確保を図るため、当該児童福祉施設の設備の安全点検、

職員、児童等に対する施設外での活動、取組等を含めた児童福祉施設での生活その他の日常生活

における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他児童福祉施設における安全に関する事項

についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要

な措置を講じなければならない。 

２ 児童福祉施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び訓練を定

期的に実施しなければならない。 

３ （略） 

４ 児童福祉施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を行うもの

とする。 
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（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第六条の四 児童福祉施設は、児童の施設外での活動、取組等のための移動その他の児童の移動の

ために自動車を運行するときは、児童の乗車及び降車の際に、点呼その他の児童の所在を確実に

把握することができる方法により、児童の所在を確認しなければならない。 

２ （略） 

 

 

（業務継続計画の策定等） 

第九条の三 児童福祉施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を

継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条に

おいて「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。 

２ 児童福祉施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練

を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 児童福祉施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行うよう努めるものとする。 

 

 

 

第六章 児童厚生施設 

（設備の基準） 

第三十七条 児童厚生施設の設備の基準は、次のとおりとする。 

一 児童遊園等屋外の児童厚生施設には、広場、遊具及び便所を設けること。 

二 児童館等屋内の児童厚生施設には、集会室、遊戯室、図書室及び便所を設けること。 

 

 

（職員） 

第三十八条 児童厚生施設には、児童の遊びを指導する者を置かなければならない。 

２ 児童の遊びを指導する者は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

一 都道府県知事の指定する児童福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者 

二 保育士（特区法第十二条の五第五項に規定する事業実施区域内にある児童厚生施設にあつて

は、保育士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士）の資格を有する者 

三 社会福祉士の資格を有する者 

四 学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第九十条第二項

の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による十二年の学校教育を修了

した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又は文部

科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者であつて、二年以上児童福祉事業に従

事したもの 

五 教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）に規定する幼稚園、小学校、中学校、義

務教育学校、高等学校又は中等教育学校の教諭の免許状を有する者 
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六 次のいずれかに該当する者であつて、児童厚生施設の設置者（地方公共団体以外の者が設置

する児童厚生施設にあつては、都道府県知事）が適当と認めたもの 

イ 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若

しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者（当該学科又は

当該課程を修めて同法の規定による専門職大学の前期課程を修了した者を含む。） 

ロ 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若

しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得し

たことにより、同法第百二条第二項の規定により大学院への入学が認められた者 

ハ 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学

若しくは体育学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

ニ 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専

修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

 

 

（遊びの指導を行うに当たつて遵守すべき事項） 

第三十九条 児童厚生施設における遊びの指導は、児童の自主性、社会性及び創造性を高め、もつ

て地域における健全育成活動の助長を図るようこれを行うものとする。 

 

 

（保護者との連絡） 

第四十条 児童厚生施設の長は、必要に応じ児童の健康及び行動につき、その保護者に連絡しなけ

ればならない。 

 


